
論文 / 著書情報
Article / Book Information

論題(和文) 2083 E-ディフェンス高層建物試験体の長期モニタリング : その2 小地
震記録に基づく振動特性評価(構造)

Title

著者(和文) 尾野 勝, 金澤健司, 森本 真史, 佐藤 大樹, 北村春幸, 長江拓也

Authors Kenji  KANAZAWA, daiki sato, Haruyuki Kitamura

出典 / Citation 日本建築学会関東支部研究報告集 I,   , No. 79,

Citation(English) ,   , No. 79,

発行日 / Pub. date 2009,  2

rights  日本建築学会

rights  本文データは学協会の許諾に基づきCiNiiから複製したものである

relation  isVersionOf:http://ci.nii.ac.jp/naid/110007453936

Powered by T2R2 (Tokyo Institute Research Repository)

http://t2r2.star.titech.ac.jp/


Architectural Institute of Japan

NII-Electronic Library Service

Arohiteotural エnstitute 　 of 　 Japan

2083 2008年度 日本建築学会

関東 支 部 研 究報 告 集

E一ディ フ ェ ンス 高層建物試験体の 長期モ ニ タ リン グ

　　　その 2　 小 地震記録に基 づ く振動特性評価

構造
一
振動

　 　 　 　 　 　 　 ＊ 1　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ＊ 2

準会員○ 尾野勝　　　正 会員　金澤健司
　 　 　 　 　 　 　 　 ネ 3　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 ＊ 4

正 会員　森本真史　　正 会員　佐藤大樹
　 　 　 　 　 　 　 　 ＊ 5　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ＊ 6

正 会 員　北村春幸　　正 会員　長江拓也

固有振動数　高層建物

震動台実験　構造 ヘ ル ス モ ニ タ リン グ

1．は じめ に

　近年、地震等に よ り甚大 な影 響 を受 け た建 築 物 の 損傷程 度

を評価する手法 へ の 関心が高ま っ て い る。そ の 評価手 法 の
一

つ と して 構造 ヘ ル ス モ ニ タ リン グ（SHM ）に 関する研 究が 盛 ん　 X

。行われ て お ，渓 測記 録。 基づ 健 築物 一 。 振 動特性諦 じ
の 重要性 が さ らに増 して きて い る 。

　本研究で は 、SHM の 基礎デ
ー

タ の 取 得 を 目的 と し て 、　 E一

デ ィ フ ェ ン ス 高層建物実験
1）に お け るホ ワイ トノ イ ズ 加 振 デ

ータ を小地震記録 と見 な して鉄骨 建物 の 振動 特性 を 評 価 し、

小 地 震 記録 か ら評価 され る振動特 性 が 地震 を 経験 す る こ とに

どの よ うに変化 し て い くの か を分析 した。さらに、そ の 結 果

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Y
を常時 微動 か ら評価 された 振動特性

2）と比較 した。

2．試 験概要

2．1　 試 験 体 概 要

　試験建物は 長辺 方向 （Y 方 向）6mx2 ス パ ン、短 辺 方 向 （X

方向）8mxl ス パ ン、基準階高 3．8皿 の 地 上 21 階、高 さ 80m

の 高 層建 物 を想定 し た鋼構造建物で あ る 。 図 1 に試 験建 物の

平 面 図 お よび 断面図を示す。試験体 は実験施設 の 制 約 に よ り、

1層〜4 層 ま で を実大 で 再現 し、5層〜21 層に つ い て は コ ン ク

リート床 板 と積層 ゴ ム を 用い て 3 層 に縮約 して い る。

2．2　加振実験概要

　加振実 験 は 2008年 3月 17 日か ら 21 目 に 表 1 に 示 す順序で

行われた。主要 な加振の 前後 に、試 験体 の 線形範 囲 の 特性 を

確認す るための 加振 レベ ル が 異 な る 2種 類 の ホ ワ イ トノ イズ

加 振 （W −20％ と W ・40％ 〉が行 われ た 。 ホ ワ イ トノ イ ズ 加振 は

継続時間 250 秒 の 2 軸同時入 力 で あ り、震 動 台上 の 加 速度振

幅は 二 乗和平方根（RMS ）で 、W −20％ 加振で は X 方向 約 7．4　cm ！s2、

Y 方 向約 8．6cm ！s2、　W −40％加振で は X 方 向約 16．5　cm ／s2、　Y

方 向約 18．4cm ！s2 で あ る。本研究で は、こ れら W −20％加 振 と

W −40％ 加振 を小 地 震 と見 な して 、試 験 体 の 小 地 震時 の 振動 特

性を分析する。

（a）1 階平面図

  　　　　 e　　　　 φ

（b）基 準 階 平 面図

画1i
一 一
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蚩
　 　 　 串

（c ）北 面 断 面 図

●　 ：加速度計、変位計

☆　 ：加速度計 （微振動用 ）

■　　歪み ゲ
ージ

　 （d）歪 み ゲージ取 り付 け 位 置

　　　　　　図 1　試験建物の 平 面 図 お よび 断 面 図

2．3　観測概要

　今 回 の 実験で は、試 験 建物 の 振 動特性 の 変動を捉 え る た め

に、様 々 な 測 定が 行 われ た。本 研 究 で は、そ の うち、加 速 度

記録、層間変位記録 、柱 の ひ ず み記録 を 用 い た。各観測位置

を 図 1 に示す。こ れらの 観測記録 の サ ン プ リ ン グ周 波数は

200Hz で ある。加速度計 は 各階に 南東 と北西 の 2ヶ 所 に 計 16

台 が設 置 され た。同様 に 変位計 は 各階の 南東 と北西 に 2 ヶ 所

に計 14台 が 設 置 され た。柱の 歪 み ゲ
ージは 全て の 柱 の 上 部 と

下部にそ れ ぞ れ 4 個ずつ 取 り付けられ、柱の 上 下方向の ひ ず

み 成分が計測 され た 。 また 、こ れ ら とは別 に 常時微動 の 連続

モ ニ タ リン グを実 施 してお り、そ の 詳 細 は そ の 12｝に 記載 した 。

3．振動特性の 評価手法

　本研究で は、4 種類 の 異なる方法を用 い て試験 体 の 1 次固
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有振 動数を評価 した。以 下 に 計算法を述べ る。こ こ で 、加 速

度、層間変位の 記録 は各層 で 南東 と北西 2 点の 記録 を短 辺 方

向、長 辺 方向で それぞれ平均 し たもの を、その 層に お け る加

速度記録、層間変位記録 と し て 用 い た。

3．1 ひずみ を用 い た 荷重変位関係に基づ く算定法（計算法 A）

　図 1 の （d）の よ うに 柱 に 取 り付 けられた 歪 みゲ
ージ か ら得

られ た ひ ず み よ り応力 を求 め、こ の 応力 か ら柱 上 部 と下 部の

モ
ー

メ ン トを算出す る。こ れ ら 2 点の モ
ー

メ ン トよ り柱 の せ

ん 断力を求 め、各層に 6 本ある柱の せ ん断力を足 しあわ せ る

こ とで 、それを層せ ん 断力 と した。そ して 、その せ ん 断力 と

層間変位よ り、図 3 の よ うな荷重一変位関係を各層 に つ い て 得

る 。そ して 、そ の 関係 か ら最小 二 乗法 に よ り等価剛性 を 算出

す る。こ の 手 法 に よ り得 られ た 層剛 性 と各層 の 重量 を用 い て

固有値解析を行 い 、固 有振動数を算出 し た。こ れを固有振動

数 A と呼ぶ。

3。2　加速度を用 い た 荷重変位関係 に 基 づ く算定法（計算法 B）

　各層 の 加速度記 録 と 重量 よ り層せ ん 断力を算出す る。こ の

層せ ん 断力か ら前節の 計算法 A の 場合 と同様 に等価剛性を求

め、固有値解析 に よっ て 固有振動数を算出 し た。こ れを固有

振動数 B と呼ぶ こ ととす る。

3．4　加 速 度記録か らの 振動モ
ード同 定手法（計算法 C）

　5 階 の加 速度記 録 に、ARMA モ デル に よ る振動 モ ード同定

法
2）を適用 して 、 小 地 震記録 に 相 当す る加 速度データか ら直

接 的 に 小 地 震 時 の 固有振 動 数 を 求 め た 。 以 下 、
こ の 手 法 に よ

っ て得 られ た結果 を 固 有振 動 数 C と呼ぶ。

3．4　常時微勦記 録か らの 振動モ
ード同 定手法（計算法 D ）

　震動台実験が 実施され て い ない 静穏時の 常時微動記 録 を用

い て、ARMA モ デル に よる振動モ
ー

ド同定法 に よ り
2）、常時

微動時の 固 有振動数を求 め た。以 下、こ の 手 法に よ っ て 得 ら

れ た結果 を 固 有振動数 D と呼ぶ。

3．5　各計算法の 相互比 較

　図 2 に示 した 関係の よ うに、各計算手法 か ら得 られた 固有

振 動 数 の 比 較を行 っ た。計 算法 A と B に お い て は、加 振 実 験

よ り得 られ た 各記 録 の 剛性 と固有振 動数 にっ い て 比 較 を行 う。

計算法 A か らは 純粋 な 鉄 骨 フ レ ー
ム と して の 結果が、計算法

B か ら は 間仕切 り壁 等 の 非構造部材 の 影響 を受 け た結果 が得

られ る 。
こ れ らを比 較 す る こ とに よ り、非 構 造部材 が 建築物

に 与 え る影 響 を把 握 で き る と考 え る。計 算法 B と C で は、と

もに 小 地 震時 の 加速度 記 録か ら得 られ た結果を用 い て 固 有振

動数を求めて い る。異な る手 法を用い て 固有振動数を求める

の で 、そ の 結果 を 比 較す る こ とで 、各手 法 の 妥 当性 を検討す

小地震 微動

ひずみ 　　変位　　加速度 加 速度

　　　　　　　魅 ｛〉〈〉 ρ
囮 噌 → 匪 ⊃

〈〉　　　　 ｛｝
固有　 　

比較　 固有　 比較　 固有
比較

固有
一

振 動 数A　 　 　 図 5　 　　　　 　　　 　振動 数 B 　 勵 　 　 動数c 図7 振動 数D

一y＝−59924

（a） 加振実験　　　　　　　　 （b）微振動観測

図 2 各振 動 特 性 評 価 の 閥 係

層せ ん 断 力 （kN 〕 層せ ん 断力 （kN ）
　 踟

唱

（  ）

　　　　 加 速度

　　　　　　　　 （a）3／17 健全 時
　 　 　 層せん断力 （kN ）

−
y 　　　　　一

（mm ）

ひずみ

層せん断 力 （kN ）

〔mm ）

加速度　　　　　　　 　　 ひずみ

　　　　 （b）3／21 損傷後

図 3W −20％加振に よる 2 階の 荷重一
変位関係

〔mm ）

る。計 算 法 C と D は 振 動 モ ード同 定法 を用 い て 、小 地 震動記

録 と常時微動記 録の 比 較を行 っ た。こ れに よ り、常時微動 と

小 地震 ひず み振幅 レベ ル が 振動特性 に 与 え る影響を調べ る。

4．振動特性 の 算定、同 定結果

　加 振期間を表 2 の 6 つ の 区分 に 分けて 、各手 法 に よ り得 ら

れた結果を比 較 し た。た だ し、3 月 19 日の ホ ワ イ トノ イ ズ

20％ 、40％加 振 の 記録 に っ い て は 、デ
ータが 正 確 に 記録 で き

な か っ た た め、考察 か ら除 外 した。

4，1 計算法 A と B の 比較

　小 地 震動記録を 用 い た 計算法 A と B を比 較 して み る。図 4

お よび 図 5 に計算法 A と B に よ る剛 性 と固 有振動数 の 結果 を

示 す 。 図 4 をみ る と 、 計算法 A 、B で と もに X 方向、　 Y 方向

どの 層 で も 同 じ割合 で 剛性 が 減 少 し て い る傾向が認 め られ る。
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表 1 加振実施 日時

3　 17 3　 18日 3　 19日 3　 21 日

ホワイ驪 　 　 ％ 4α％　 casel 蹴ワイト蒸 ・20° 40％ 　 oa5c2 諏ウイ獲ノイ　20曾 40％ ホワ トノイ菌 2　　 　　 case3

18；42 剛 　 　30％ 14：10 気　 丁 　60％ 15：02 ． i黛扇島 i期 ％ i．「 15：00 ・』調 　100％
19；03 東扇 島　50％ 14：27 庁　100％ ホワイトノ潔菌 20％ 偲 ％　 ca 託 4
19：20 三 の丸 　 20％ 15：47 、．「E 臨 臣　丿罎

「・100％ 19：53 審   黼 ％

19：39 三 の丸 　35％ ホ憂イレ イ痴 0 ・
撒 　 case5

19；54El 一
レ ベ ル 2　 30％ 20：44 ・’・鑑 の籤100％

20；11E ト レベル 2　50％

・・．、　　　　　　　 ホ ワ イ トノ イ ズ加 震

　　　　　　　　　　弾塑 性応 答波加震 ホワイトノイズ 20駁 40％ 　 c 鯉 6
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 e．4
23456 　123456

　 　 case 　　　　　　　　　　　　　　　　case
　 （a）X 方向　　　　　　 （b）Y 方向

W −・20％加振に よる固有振動数推移 （計算法 A，B の 比較）

501

（
N
エ〉
癒

霞

）

6

2　　 3　　 4　　 56

一
1　 　 2　　 3　 　 4　　 5　 　 6

　 　 　 case

　 （b）Y方向

　 図 4W −20％加振に よ る各層の 剛性推移 （計算法 A，　Bの 比 較）

詳 細 に は、X 方向 で は case3 と case4 の 間 で 、　Y 方向 で は case5

と case6 の 間で 大きく剛性 が低 下す る傾向が認 め られ る。図 5

をみ て も、加振 を受 ける たび に 固 有振動数 が 減少す る が 、

case3 〜case5 の 値の 減少割合 は 固 有振動数 ほ うが 大きく、こ

れ らは 縮 約 層 の 剛 性 変 化 に よ る もの で あ る。case3 と case4 の

間 に は、三 の 丸 100％加 振   が あ り、X 方向の 梁 に破断 が発 生

0．45

0．55

50

（
N

＝）
轍

0、45

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 e4　 0．4
　 123456 　 123456

　 　 　 　 　 Gase 　　　　　　　　　　　　　　　　 case

　　　　（a）X 方向　　　　　　　 （b）Y 方向

図 6 加速度記 録を用 いた固有振動数の 推定（計算法 B，C の 比 較）

0．6

　 0．55
室
蠧 e．s
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O．4
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　 o．55
璽
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　 0．450
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0．35　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 0、35
　 123456 　 123456

　 　 　 　 　case 　　．　　　　　　　　　　　　 case

　　　 （a）X 方向　　　　　　　 （b）Y 方向

図 7　小 地震 と微振動 に よる固有振動数 （計算法 C，Dの 比較）

　 し て お り、Y 方向 の 梁に も破断が 生 じ て い る
1）。図 4 お よび

　 図 5 は、梁破断などの 重大な損傷が発生す る ような大地震を

　 経験す る こ とで、建物剛性や固有振動数が低減す る こ とを示

　 し て い る。また、図 4 お よび図 5 で は、ともに計算法 B の 結

　 果 が 計 算法 A の 結果 よ り低 い 値 を示 して い る。こ れ は、間仕

　切 り壁 な どの 非 構 造 部材 に よ る建物 の 振 動 特 性 へ の 影響 を示
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（a）既 存モ デル 　（b）4 質 点モ デル 　　　（a ）3／17 健 全 時 　　　　（b）3／21 損 傷 後

図 94 質点縮約モ デル の 作成概要　図 10W −20％加振に よる縮約1層の 荷重一変位関係

し て い る と考えられ る 。

4．2 計算法 B とC の 比 較

　小 地震記 録 を用 い た 計算法 B と C に よ る固有振動数の 評価

結果 を 図 6 に示 す。図 6 よ り、X 方 向、　 Y 方 向 と も
一
律 に 約

0．05Hz の 幅 で、固 有振動 数 C の ほ うが 小 さい こ とが確認 で き

る。し か し、加振 の 進行 に伴 う固有振 動 数 の 減少 の 傾向な ど

は お お む ね一
致 して い る とい え る 。

こ れ は、振動モ ード同定

法に よ っ て も、地 震 経 験 に よ っ て 建 物 の 剛 性 が 低 下す る 現象

を評価 で きる こ とを示 して い る。

4．3 計算法 C とD の 比較

　常時微動記録と加振実験記 録 の 同 定値 を ケース 毎に 比 較 し

た もの を図 7 に 示 し た 。
こ の 図 をみ る と、常時 微動記録 と加

振 実験記録 で 固有振動数 の 値 に 20％ 程 度の 差が あ るが、推 移

す る傾向で は一
致 して い るこ とが わか る。なお、case5 に 対す

る常 時微動記録 の 固有振動数が 大幅 に減少 し て い るが、こ れ

は、表 1 に示 す よ うに、加 振 の 間隔 が短 く、試 験建 物 が 常に

振動 して お り振動振幅 レ ベ ル が ほ か の case とは 異なる た め と

考えられ る。

5，4 質点系縮約モ デル に よる振動特性の 算定

　構造 モ ニ タ リン グを行 うに あ た っ て 、本実 験 で 行 っ た 計測

の よ うに各層 における 変位や、歪 み の 測定 を行 うこ とは 実際

の 高層建物で は 高 コ ス トで あ り、現 実的 と は い えない
。 そ こ

で 、今回、実大 で 再現 した 1〜4 層 と 3層分 を縮約 し て あ る 5

層 を 1っ の 質点 に 縮約 し、全体 で 4 質点 の モ デル を作 成 し、

よ り少 な い 計測点 で の モ ニ タリン グの 可能性 を検討 した 。

5．1 縮約モ デルで の 算定方法

　 4 質点ヘ モ デル 化す る際、図 9 の ように、す で に縮約 され

て い る上 部 3 層は そ の ま ま で 、1〜5 層に 対 し て 縮約 を行 っ た 。

重量 は 1〜5 層の 重量 を合わ せ た もの を使用 し、変位 は 各層 の

層 間変位 を足 し合 わせ た もの とす る。ま た、加 速度記録 は、5

層で 計測 した も の を使用 した。こ れ らの 記録 か ら、図 10に示

　 123455 　123456

　 　 　 　 ease 　　　　　　　　　 　　　　 case

　 　 （a）X 方 向 　 　 　 　 　 （b）Y 方 向

図 11W −20％加振に よる固有振動数推移

した よ うに荷重・変位関係を求め、3 章で 記述 した手法を用 い

て 等価剛性を算出 し、固有値解析より固有値を求めた。

5．2 縮約 モ デル に よ る結果 と考察

　図 ll に 、縮約モ デル に お ける 固 有振動数 を 示 した 。 固 有振

動数の 推移をみ る と、図 4 で 示 した
”

7 質点モ デル
”
で の 固 有

振動数 と一致 し て い る。こ の こ とは、縮約モ デル に よ っ て も

損傷 に よ る振動特性 へ の 影響を検知で きる可 能性 を示 して い

る。

6．まとめ

　本研究で は、小地震観測と常時微動長期 モ ニ タ リン グの 観

測記録を用い て 、試験建物 の 加振実験期 間 に お け る振動特性

の 変 動 を あ らゆ る角 度 か ら算定 し た。そ の 結果、荷重一変位関

係 に基 づ く固 有振動 数や、小 地 震 に 基 づ く固有振動数 と常時

微動 に基 づ く固有振 動 数の 値そ の もの は一
致す る こ と はな い

が 、大 地震 を経験す る こ と に よ る固有振 動数や 剛性変化の 減

少傾 向は、一
致する こ と を確認 で きた。また 、縮 約 モ デル に

おける算定結果 か ら、観測点を 間 引 い た 場 合 の 構 造モ ニ タ リ

ン グの 可能性 につ い て も示 す こ とがで きた。
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